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国土交通省直轄事業における公共事業の
品質確保の促進に関する懇談会 （第１回）



建設コンサルタント業務等における平成２１年度の課題

調査・設計における総合評価落札方式の更なる拡大（Ｈ20年度実施件数の5倍を目標）を実現するため、
以下の課題について検討を行う。

１） 実施手順の見直しによる業務の効率化、簡素化については、比較する事例が少なかったことから、平成
21年度にいくつかの試行を行った上で検討する。

２） 評価項目、評価テーマ数の精査については、平成21年度に更に実施例を積み重ねた上で検討する。
３） 設計共同体の活用について検討を行う。

１）業務コスト調査の実施・分析

かかった費用（コスト）と業務成績、利益の発生状況等を調査する「業務コスト調査」を実施しているところ（約
1,000件超）であり、早急にデータの分析・評価を行った上で必要な対策を講じる。

２）低入札追加対策の検討

しかしながら依然として厳しい低入札状況に直面しており、当面の措置として更なる緊急的な低入札対策の
実施について検討を行う。

一部の業務において試行を開始し、課題等について検証する。

①入札契約制度に関する課題

②低入札対策

③新たな積算手法
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平成２１年4月21日 第７回 国土交通省直轄事業の建設生産システム
における発注者責任に関する懇談会 資料より抜粋



調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会の検討方針

調査・設計における総合評価落札方式の更なる拡大（Ｈ20年度実施件数の5倍を目標）を実
現するため、以下の課題について検討を行う。

１ 実施手順の見直しによる業務の効率化、簡素化については、比較する事例が少なかったこと
から、平成21年度にいくつかの試行を行った上で検討する。
ア）技術提案書提出者指名数の限定化
イ）ヒアリングの省略
ウ）手続日数の見直しによる短縮
エ）業務分類（４象限図）の見直し

を行う予定。

２ 評価項目、評価テーマ数の精査については、平成21年度に更に実施例を積み重ねた上で検
討する。
オ）技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション
カ）テーマ数の精査（済）フォローアップ

３ 設計共同体の活用について検討を行う。
キ）設計＋地質調査、環境調査で、設計共同体を現行より拡大して試行。

①入札契約制度に関する課題
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青字は検討方針



実施手順の見直しによる業務の効率化・簡素化

平成21年度より総合評価落札方式の拡
大を予定している（目標：昨年度比5倍
以上）ことから、従前に比べ発注手続に
かなりの時間と手間と費用がかかる。
よって１０者指名から５者指名への 「指
名数の限定化」を試行し、時間、手間及
び費用を縮減する。あわせて受注者の
応札行動の変化について分析する。

総合評価落札方式（標準型）で実施する
業務の１割程度で試行実施

Ex 道路詳細設計、予備設計用地質調査

・５者指名の妥当性の検証

・応札者へのアンケート

実施方針

対象業務

参加表明書の提出

技術提案書の提出
（10者→5者）

ヒアリングの実施
（10者→5者）

入札及び開札

手続き開始の公示

指名通知送付
（10者→5者）

10日

10日

40～65日

15～25日

20日

35～45日

標準的

な日数

累計

日数

5～20日

契約

10日以内

10日

10日

30～34日

5～7日

20日

25～27日

標準的

な日数

累計

日数

5～7日

10日以内

10者指名
５者指名

（発注者）提出された技術提案書に対するヒアリング・
審査数の減少により、手続期間、手間を短縮。

（応札者）提出者が絞られることにより、非受注者とな
る者の技術提案書作成手間、時間、費用を削減。

総合評価方式（標準型）の手続フロー

指名数を10者から 5
者へ削減による

事前書類審査の手間縮減

ヒアリング所要日数短縮

ヒアリング結果を加味した
審査期間の短縮

現行フロー 短縮フロー

書類作成手間の軽減
書類作成期間の短縮

検証

ア）技術提案書提出者数の限定化
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イ）ヒアリングの省略
総合評価におけるヒアリングは当面実施の方針だが、一部の業務を対象に、ヒアリング省略を試行。

ウ）手続日数の見直しによる短縮
運用ガイドラインに示した短縮フローを積極的に実施。

・平成２１年度に発注するコンサル総合評価方
式（簡易型）を対象に１割程度、ヒアリングの省
略を試行し、応札者全員へのアンケートを実施。
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イ）ヒアリングの省略

ウ）手続日数の見直しによる短縮
・平成２１年度に発注するコンサル総合評価方
式（簡易型）を対象に１割程度、手続日数の見
直しによる短縮（右図）を積極的に実施。
・応札者全員へのアンケートを実施。

 

参加表明書の提出 

技術提案書の提出期限 

ヒアリングの実施 

入札及び開札 

手続き開始の公示 

指名通知送付 

契約 

10日 

 

※10 日

35～60 日 

10 日以内

10～20 日

20 日 

30～40日 

標準的 
な日数 

累計 
日数 

簡易公募型 

※※ 

20 日以内 

※※累計日数の計算において「20日以内」は、便宜上「5～20 日」として取り扱った。 

標準的 
な日数 

累計 
日数 

簡易公募型（短縮） 

5～10 日 

20～50日 

15～30 日 

15～30 日 

※※ 

20 日以内 

5 日以上

5～10 日

※簡易公募型に準ずる方式の場合は、７日まで短縮可能。 

概ね３０日
以内に入札

・ヒアリングを省略して良い業務を限定
①総合評価（簡易型）の１：１に限る。
②実施方針の資料だけで判断しやすい、比
較的単純な調査に限定。

実施手順の見直しによる業務の効率化・簡素化

30-40日 15-30日

総合評価（簡易型） ・メリット
参加表明書と並行
して技術提案（実施
方針）を作成しても
らうことにより手続
期間を短縮
・デメリット
指名されなかった
社は技術提案書が
１枚だけ無駄にな
る。



• 現行の業務分類図は、価格競争とプロポーザル方式の分類について整理されたもの

• 総合評価落札方式が平成２０年度より本格導入されたことから、業務分類図についても
見直しが必要。平成２１年度に具体的な分類について案を提示。

技術者評価型プロポーザル

価格競争入札 技術者評価型プロポーザル

総合評価型

プロポーザル

総
合
評
価
型
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
ま
た
は
コ
ン

ペ

知
識

構想力･応用力

エ）業務分類図（４象限図）の見直し
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技術者評価型プロポーザル

価格競争入札 技術者評価型プロポーザル

総合評価型

プロポーザル

総
合
評
価
型
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
ま
た
は
コ
ン

ペ

知
識

構想力･応用力
価格競争

総合評価落札方式

プロポーザル方式

見
直
し

• 道路、河川、都市、地質調査、測量の各分野について整理を行う。

実施手順の見直しによる業務の効率化・簡素化

個別業務

個別業務
個別業務

個別業務



最低価格者

最低価格者以外

技術点の

最高得点者以外

技術点の

最高得点者

20.1%

75.0%

1.6%
3.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

１位満点方式（パターン１）

シミュレーション結果

37件

138件

3件
6件

　　　　　　　　落札者の内訳（全業務） 184件

94件

37件

23件 30件

最低価格者
最低価格者以外

技術点の
最高得点者以外

技術点の
最高得点者

20.1%

51.1%

12.5%
16.3%0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
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平成２０年度１８４件における、コンサル
総合評価落札方式の落札者内訳

オ）技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション （パターン１）

同じ１８４件において、１位満点方式（パターン１）で
シミュレーションした場合の落札者内訳

１位満点方式（パターン１）シミュレーション結果
・技術点の最高得点者が落札した割合は、71.2%→95.1%までのび、結果はプロポ
－ザルに酷似した結果となった。
・一方で、技術点の最高得点者の最低価格者（37件、20.1%）は変化なし。
・１位と３位の差は、平均5.0点→平均18.2点となり、順位間の差も大幅につきやすく
なった反面、提案者の数により全体の技術点分布に左右され、適正な評価となるか
疑問。
・また、技術点に差がついたために、その差を逆転するため、更に低入札を助長する
可能性も懸念。

赤色の合計

95.1%

※＜パターン１の計算方法＞

絶対評価を行った後に、合計で最も優
れている者に配点の100％を与え最下
位は0点とし、その他は相対的な順位
に応じて比例配分する。

修正後得点＝

×満点
（６０点）

評価項目・テーマ数の精査

現行 １位満点方式
（パターン１）※

赤色の合計

71.2%

修正前得点－最低得点

最高得点－最低得点
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総合評価値の１位～３位の技術点分布と平均点（全業務）

1

5

12

54

28

1

19

41

1313

33

24

5
3

43

1

18

4

34

52

3
7

38
40

0

10

20

30

40

50

60

0～5点 5～10点 10～15点 15～20点 20～25点 25～30点 30～35点 35～40点 40～45点 45～50点 50～55点 55～60点

技術点

件
数

評価値１位 評価値２位 評価値３位

48.345.443.3
現行

・落札者と評価値（評価
点）が２位、３位の点数を
比較すると、その差はそ
れぞれ2.9点、5.0点となっ
ており、全体の１割程度
の中で３者の競争が行わ
れていた（左上図）。

１位満点方式（パターン１）

・１位満点シミュレーション
（パターン１）の結果では、
落札者と評価値（評価点）
が２位、３位の点数を比
較すると、その差はそれ
ぞれ10.6点、18.2点と
なっており、 元の評価と

比べ、大きく差が開いた
結果となった（左下図）。

オ）技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション （パターン１）

評価項目・テーマ数の精査（１位～３位間の差）

現行

１位満点方式シミュレーション

7

93

72

175

10
5

7

30
37

8 1
8 13 10

26

71

22

0

20

40
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100

120

140

160

180

0～5点 5～10点 10～15点 15～20点 20～25点 25～30点 30～35点 35～40点 40～45点 45～50点 50～55点 55～60点
技術点

件
数

評価値１位 評価値２位 評価値３位

59.649.041.4

１位満点方式
（パターン１） （パターン１）



最低価格者

最低価格者以外

技術点の

最高得点者以外

技術点の

最高得点者

20.1%

56.5%

10.9%
12.5%0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

１位満点方式（パターン２）

シミュレーション結果

37件

104件

20件
23件

　　　　　　　　落札者の内訳（全業務） 184件

94件

37件

23件 30件

最低価格者
最低価格者以外

技術点の
最高得点者以外

技術点の
最高得点者

20.1%

51.1%

12.5%
16.3%0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
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平成２０年度１８４件における、コンサル
総合評価落札方式の落札者内訳

オ）技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション （パターン２）

同じ１８４件において、１位満点方式（パターン２）で
シミュレーションした場合の落札者内訳

１位満点方式（パターン２）シミュレーション結果
・技術点の最高得点者が落札した割合は、71.2%→76.6%とやや増えており、現行よ
りやや技術力優位となる結果となった。
・一方で、技術点の最高得点者の最低価格者（37件、20.1%）は変化なし。
・１位と３位の差は、平均5.0点→平均6.9点となり、順位間の差もやや広がったが、技
術点の最高得点者の得点率により全体の技術点分布が左右される手法である。
・また、技術点に差がついたために、その差を逆転するため、更に低入札を助長する
可能性も懸念。

赤色の合計

76.6%

※＜パターン２の計算方法＞

※絶対評価を行った後に、合計で最
も優れている者に配点の100%を与
え、その他は相対的な技術点の比率
に応じて比例配分する。

修正後得点＝

修正前得点×

評価項目・テーマ数の精査

現行 １位満点方式
（パターン２）※

赤色の合計

71.2%

満点（６０点）

最高得点



１位満点方式シミュレーション
(係数型)

1
94

170

7
11

43

116

2
6

15
24

55
63

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0～5点 5～10点 10～15点 15～20点 20～25点 25～30点 30～35点 35～40点 40～45点 45～50点 50～55点 55～60点
技術点

件
数

評価値１位 評価値２位 評価値３位

59.055.252.1
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総合評価値の１位～３位の技術点分布と平均点（全業務）

1
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0～5点 5～10点 10～15点 15～20点 20～25点 25～30点 30～35点 35～40点 40～45点 45～50点 50～55点 55～60点

技術点

件
数

評価値１位 評価値２位 評価値３位

48.345.443.3
現行

・落札者と評価値（評価
点）が２位、３位の点数を
比較すると、その差はそ
れぞれ2.9点、5.0点となっ
ており、全体の１割程度
の中で３者の競争が行わ
れていた（左上図）。

１位満点方式（パターン２）

・１位満点シミュレーション
（パターン２）の結果では、
落札者と評価値（評価点）
が２位、３位の点数を比
較すると、その差はそれ
ぞれ3.8点、6.9点となって
おり、 元の評価と比べ、

やや差が開いた結果と
なった（左下図）。

オ）技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション （パターン２）

評価項目・テーマ数の精査（１位～３位間の差）

現行

１位満点方式
（パターン２） （パターン２）



・価格点と技術点の比率（１：１～１：３）について業務内容に応じた明確な採用方針を検討

比率 技術提案

標準型 １：２～３ 実施方針＋評価テーマ（２つ）

簡易型 １：１～２ 実施方針のみ

比率 技術提案

標準型 １：３ 実施方針＋評価テーマ（２つ以
上）

１：２ 実施方針＋評価テーマ（１つ）

簡易型 １：１
※業務の難易度に応
じて１：２も使用可

実施方針のみ

（暫定版） （本格版）

⇒ 技術提案の内容（評価テーマ）と技術評価点の比率（重要性）の整合性を図ることにより、
手続きの明確化を図る。

比率とテーマ数の考え方
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⇒ 平成２１年度に実施した結果をフォローアップ。

評価項目・テーマ数の精査

カ）評価テーマ数の精査（済）フォローアップ

1:3

1:11:2

1:1

1:21:3
平成20年度184件に
本格版ルールを適用
した場合



３．設計共同体による応募へのインセンティブ付与

設計共同体の活用（拡大試行（案））

２．異業種共同体の試行（予備設計ｏｒ詳細設計＋地質調査）

・対象は、再委託が多い予備設計業務ｏｒ詳細設計業務（土木コンサル）及び地質調査業務（地質調査業者）の組み合わせ
に限定

・２者（土木コンサル＋地質調査業者）の共同体を必須とし、単独企業による受注は認めない。（総合マネジメントを行う者は、
受注者があらかじめ決める）

・本試行においてはプロポーザル方式又は総合評価方式を対象とする。

・建設コンサルタント業務以外の業種（地質調査）に拡大。

・実績、成績、表彰について入口評価（入札時）及び出口評価（完了時）についてインセンティブ付与

・上記１の場合のみ、後者の構成員に地域要件、地域貢献度又は地域精通度等を付与

１．同業種共同体の試行（主に環境調査）

・対象は、再委託が多い道路環境調査、河川水辺環境調査に限定（計画土木コンサル＋調査土木コンサル）

道路環境調査における分析・評価業務（業務監理を含む）＋同調査における現地調査業務（大気質、騒音、振動、踏査、交通量
調査等）

河川水辺環境調査における分析・評価業務（業務監理を含む）＋同調査における現地調査業務（生物、水域、境界域、横断工
作物、流量、水質、魚道調査等）

・２～３者の共同体を必須とし、単独企業による受注は認めない。

・本試行においてはプロポーザル方式のみを対象とする。

【効率的な調査の実施】

【設計共同体の普及・拡大】

【評価の透明性の確保】

※測量設計業務に関する技術評価

・設計＋測量を一括で発注して技術評価する場合は、設計だけでなく測量に関する評価テーマも設定し、測量部分の品質に配慮。 11

キ）設計共同体の拡大試行



設計共同体の活用（拡大試行（案））

キ）設計共同体の拡大試行 環境調査が対象

●入札契約時評価の方法
１）入札参加要件（資格、実績、地域要件）
・入札参加者は、分析・評価（監理業務を含む）１者、現地調査業務複数者のうち１者について、入札参加

要件を満たす者とする（２者以外は入札参加要件を求めない。）。※管理技術者も同様とする。
・管理技術者は、参加する者すべてに求める。
・現地調査会社（主に地域コンサル）にのみ地域要件等を設定可能とする。

２）技術点の評価
・分析・評価（監理業務を含む）１者、現地調査業務複数者のうち１者の平均値で評価する（３者目以降は、
実績のない者の新規参入を促進するため、技術点の評価対象としない）。
・現地調査業務分野の者の実績に関しては再委託の実績も認める（発注者が承諾したものに限る）。

●業務完了時評価（実績付与、成績評定、表彰）の方法
・企業実績は、共同体を構成するすべての者に対して、それぞれの分担業務毎に付与する（テクリス登録）。
・企業成績は、業務全体に対して付けた業務成績を構成員すべてに付与する。
・技術者実績、技術者成績は、技術者毎に付与・評価する（現行通り）。
・表彰は企業に対しては業務毎に、技術者に対しては技術者毎に、優秀であった場合に付与する。

同業種設計共同体による応募への評価方法（案）

12



設計共同体の活用（拡大試行（案））

キ）設計共同体の拡大試行 設計＋地質調査が対象

異業種設計共同体による応募への評価方法（案）

●入札契約時評価の方法
１）入札参加要件（資格、実績、地域要件）
・両者が対等な関係となるよう、共同体を構成するすべての者それぞれに入札参加要件を設定し、
それぞれ入札参加要件を満たす者とする。※管理技術者も同様とする。
・管理技術者は双方に求める。

２）プロポ・総合評価における技術点の評価
・それぞれの業種毎に技術点の評価基準を設定し、参加するすべての者の平均値で評価する。
・特定テーマ・評価テーマは、各分担業務毎にテーマを最低１つ以上を設定する。

●業務完了時評価（実績付与、成績、表彰）の方法
・企業実績は、共同体を構成するすべての者に対して、それぞれの分担業務毎に付与する（テクリス登録）。
・企業成績は、業務全体に対して付けた業務成績を構成員すべてに付与する。
・技術者実績、技術者成績は、技術者毎に付与・評価する（現行通り）。
・表彰は企業に対しては業務毎に、技術者に対しては技術者毎に、優秀であった場合に付与する。

13



調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会の検討方針

１ 設計業務における新たな積算手法について一部の業務において試行を開始し、課題等につ
いて検証する。
ア）約50件の新たな積算手法試行、課題分析を実施。

②低入札対策

③新たな積算手法

14

１ 業務コスト調査の実施・分析
かかった費用（コスト）と業務成績、利益の発生状況等を調査する「業務コスト調査」を実施
しているところ（約1,000件超）であり、早急にデータの分析・評価を行った上で必要な対策を
講じる。
ア）昨年度の業務コスト調査結果の収集と対応策の検討。

２ 低入札追加対策の検討
しかしながら依然として厳しい低入札状況に直面しており、当面の措置として更なる緊急的
な低入札対策の実施について検討を行う。
イ）「手持ち業務量の制限」等、更なる低入札追加対策の試行。

青字は検討方針

④その他



○平成20年4月より、低入札価格調査制度の調査基準価格を下回る価格をもって契約した業務を対象に実施。

○受注者は、業務完了後に完成業務原価や受注業務の売上総利益（損失）及び営業利益（損失）の実態等、業務コスト構
造を詳細に把握できる資料を提出する。

○業務コスト調査の結果、低入札案件において

・赤字受注の傾向が確認され、品質確保に懸念 → 新たな低入札対策の導入を検討

・黒字受注の傾向が確認され、品質確保の問題なし → 積算基準の見直し

○平成２０年度業務コスト調査データが、平成21年７月上旬に収集完了。
○現在、9月の部会に向けて分析中。

ア）昨年度の業務コスト調査結果の収集と対応策の検討

低
入
札
受
注

業務コスト調査

ダンピング受注
排除の視点

業務成績評定

品質確保の
視点

極端な低入案件において
①赤字受注
②品質低下

が確認された場合

新たな低入
札対策
の導入を検
討

低入札でも利益を出し、品質
確保が図られている場合

積算基準の
見直し平成２０年度より

本格実施

15

低入札対策



低入札調査基準価格以下の入札に対して品質確保の観点から追加調査をするなどの効果のあ
る低入札対策について検討

⇒ 低入札による業務の実施が品質低下となる恐れがあることから、業務執行体制の強化の義務
づけを図る。

低入札による受注低入札による受注

業務の品質管理
体制が不備？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

赤字受注が他の業務
の執行に要影響？

現地調査に関する
安全対策が不備？

・第三者照査の
義務づけ

⇒ 全業務へ拡大

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

管理技術者等の強化

・手持ち業務量の制限強化

・担当技術者の強化

・測量・地質調査業務な
どの外業の現地履行確
認体制の強化等

これまでの
対策

追加対策

業務完了後、履行調査を実施し、誓約書に反した場
合は、成績評定を減点する。

・入札価格の内訳書の
明細書及び技術経費等
の内訳書の提出

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

表彰の制限

・低入札により受注した
業務を表彰の対象外に

低入札による受注低入札による受注

業務の品質管理
体制が不備？
業務の品質管理
体制が不備？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

赤字受注が他の業務
の執行に要影響？
赤字受注が他の業務
の執行に要影響？

現地調査に関する
安全対策が不備？
現地調査に関する
安全対策が不備？

・第三者照査の
義務づけ

⇒ 全業務へ拡大

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

管理技術者等の強化

・手持ち業務量の制限強化

・担当技術者の強化

・測量・地質調査業務な
どの外業の現地履行確
認体制の強化等

これまでの
対策

これまでの
対策

追加対策追加対策

業務完了後、履行調査を実施し、誓約書に反した場
合は、成績評定を減点する。

・入札価格の内訳書の
明細書及び技術経費等
の内訳書の提出

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

表彰の制限

・低入札により受注した
業務を表彰の対象外に

これまでの対策
（H20.12)

追加対策

16

低入札対策



手持ち業務に低入札した案件がある場合

手持ち業務量４億１０件まで
↓

２億５件※に制限

価格競争だけでなくプロポ受注にも影響
※当初設定する手持ち業務量により異なる

管理技術者と同等の担当技術者
の配置を求める

当該業務を低入札で受注した場合

結果として担当技術者の手持ち業務量に影響

低入札であっても手持ち業務量
を少なくして成果品の品質確保

に専念させる

①管理技術者の強化

②測量調査設計業務実績情報システム（テクリス）へ低入札情報を登録（①の支援）
・テクリスに登録することで、他の地方整備局で発生した低入札の情報をリアルタイムに入手可能に。
・個別業務の手持ち業務量チェック時に上記①の検索が簡単に実施可能に。

整備局単位で
いずれか実施

低入札対策

イ）「手持ち業務量の制限」等、更なる低入札追加対策の試行

17



設計業務における新たな積算手法

○平成21年度の試行
・見積積算を行う設計業務の約５０件で試行

○歩掛積算業務における適用について
・歩掛のある業務にも適用するため、平成20年度より道路詳細設計（A）と標準護岸詳細設計の２工種で実態調査を開始
・平成２１年度は、さらに４工種の調査を追加（道路予備設計（A）、平面交差点詳細設計、橋梁詳細設計（共通）、樋門詳細設計）

○平成21年度の試行
・見積積算を行う設計業務の約５０件で試行

○歩掛積算業務における適用について
・歩掛のある業務にも適用するため、平成20年度より道路詳細設計（A）と標準護岸詳細設計の２工種で実態調査を開始
・平成２１年度は、さらに４工種の調査を追加（道路予備設計（A）、平面交差点詳細設計、橋梁詳細設計（共通）、樋門詳細設計）

今後の予定

・平成22年度は、現在調査中の道路詳細設計と標準護岸詳細

設計の２工種において試行を開始する予定

・今後は、準備が整ったものから新手法に移行していく予定

・必要に応じて一般管理費等の率も見直し（精度の向上）

H21d H22d H23d H24d業務種別

歩掛積算

設計業務

見積積算

平成２１年度の取組みの概要

背 景

○積算手法に関する課題
・積算基準と企業会計の費用区分が異なる（企業会計：原価と販管費 積算基準：直接人件費とその他諸経費）

・企業会計上存在しない「技術経費」を使用

・「諸経費」は企業会計の経費とは異なる概念であるが、数値が大きいとの誤解を受けやすい（諸経費率：１２０％）

○これまでの取組状況
・原価と販管費の二大区分による積算手法を作成し、「直接経費及び間接原価」、「一般管理費等」の率を調査・算出

ア）約50件の新たな積算手法試行、課題分析を実施

18



設計業務における新たな積算手法

①直接人件費 ： 技術者単価×人日により算定

②直接経費（積上げ部分） ： 直接経費のうち、旅費交通費、電子成果品作成費などを積み上げ計上

③直接経費（積上げ部分除く）及び間接原価 ： ③＝①×α／（１－α）
α：原価に占めるその他経費の割合＝45%

④一般管理費等 ： ④＝（①+②+③）×β／（１－β）
β：業務価格に占める一般管理費等の割合＝30%

直接原価 間接原価

③間接原価
（率計上）

④一般管理費等
・販管費
・付加利益
（率計上）

①直接人件費
（積上計上）

③直接経費
（率計上）

②直接経費（積上計上）

①直接人件費
（積上計上）

設計業務における新たな積算手法

19

売上総利益売上原価

直接原価 間接原価
販売費及び
一般管理費

営業
利益

＜参考＞企業会計（損益計算書より）



その他 調査・設計に関する民間技術者資格の活用

○
30分

資格名称
（管理機関）

技術士
（日本技術士会）

RCCM

（建設コンサルタ
ンツ協会）

地質調査技士
（全国地質調査業協会連合会）

資格部門 建設部門 総合技術
監理部門 現場調査部門 現場技術・

管理部門
土壌・地下水
汚染部門

経験年数
（大卒の場合） ７年 １０年 １３年 ５年 ５年

（専門課程卒は３年）
５年

（専門課程卒は３年）

筆記試験
（文字数×問数）

択一（士補）
記述(1800x3)

択一
記述(3000x1)

択一
記述(1600×1)

択一
記述（200程度×2）

経験論文 ○
3000文字

○
1600文字 ×

○
600～800文字程度 × ２問
（記述式解答として）

面接試験 ○
45分 × ○

10～15分程度 ×

資格が認定
している能力

高等の専門的応用能力を必要とする事項につ
いての計画・研究・設計・分析・試験・評価、また
はこれらの指導

設計業務を円滑・適
正に進めるための技
術管理能力と専門分
野の技術力

現場の情報を正確に読み取る能力。
ボーリング調査の能力。
目的の把握と計画立案能力。

技術者数
39,646人

(H21.3現在)
10,980人

(H21.3現在)
25,496人

(H19.3現在)
5,314人

(H21.4現在)
8,157人

(H21.4現在)
8,467人

(H21.4現在)

更新要件 更新制度なし
（法令上CPDの責務あり）

４年ごと
更新講習

CPD100/4年(平
成22年～)

５年ごと
更新講習

CPD125/5年（平成25年～）

活用状況 管理技術者になれる 地質調査業務の主任技術者になれる

国土交通省が既に使用している調査・設計に関する国家資格・民間資格

20上記以外に、土木学会認定技術者（上級技術者、１級技術者）等を検討



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

調査・設計等分野における品質確保に
向けた検討について（案） 参考資料

参考資料
平成２１年7月10日
国土交通省直轄事業における公共事業の
品質確保の促進に関する懇談会 （第１回）



２．事前に仕様を確定可能
であるが、入札者の提示す
る技術等によって、調達価
格の差異に比して、事業の
成果に相当程度の差異が生
ずることが期待できる業務

１．当該業務の内容が技術的に高度なもの又は専門的な技
術が要求される業務であって、提出された技術提案に基づ
いて、仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待できる
業務

②総合評価落札方式（標準型）

発注方式発注方式の選定フロー

① 当該業務の実施
方針と併せて、評価
テーマに関する技術
提案を求めることに
よって、品質向上を期
待できる業務

当
該
業
務
（土
木
コ
ン
サ
ル
・測
量
・
地
質
調
査
）

② 当該業務の実施
方針のみで、品質向
上を期待できる業務

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付
すことにより品質を確保できる業務

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

③総合評価落札方式（簡易型）

価格点：技術点の割合

１：１※

①プロポーザル方式

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実績、成績

実施方針＋評価テーマ

・評価テーマ２つ以上の場合は１：３
・評価テーマ１つの場合は１：２

（総合評価型）
実施方針＋特定テーマ

（技術者評価型）
実施方針のみ

・実施方針（評価テーマは求めない）のみ

※業務の難易度に応じて１：２も使用可
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プロポ・総合評価落札方式の発注方式の選定フロー

発注方式の選定フロー



知識

技術評価の重要性

技術点

資格要件

構想力・応用力

価格競争

総合評価

（参考） 標準的な業務内容に応じた発注方式

技術評価の重要性を加えた発注方式例 標準的な業務内容に応じた発注方式（道路の例）

※ 「標準的な業務内容に応じた発注方式例（道路事業）」（建設
コンサルタント業務等の入札・契約手続の改善について 平成12
年7月26日 建設省厚契発第25号、建設業技調発第119号、建設
省営建発第47号） を元に作成

知
　
　
識

価格競争

構想力・応用力

道路詳細設計

予備設計（用地幅決定）

地質調査（詳細設計用、一般）

地質調査（予備設計用、一般）

橋梁（一般形式）詳細設計

補修設計（一般）

総合評価　（１：２～１：３）

総合評価  （１：１）

価格競争

概略設計用図化

予備設計用図化

幅杭打設

交通量観測

定期点検

緊急点検
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発注方式選定の考え方



技術評価点に差をつけるための１位満点方式のシミュレーション

より適正な技術競争が行えるよう評価項目、配点、採点のあり方について検討 （相対評価*or
絶対評価の採用方針についても検討）
* 技術点の配点合計を大きくとり、その後、６０点に換算する方式

⇒ 相対評価又は絶対評価については、メリット、デメリットがあり、よりよい評価方法について
引き続き検討

※比例配分型の他にも、過重平均、べき乗配分など様々な方法がある。 24

評価方式 概　要 長　所 短　所

絶対評価

項目毎に数値や該当事項の有無による詳細な評価基準を設け
て評価する

（例）　項目毎の絶対評価得点を積み上げた結果（６０点満点の場合）
　１位　５５．５点
　２位　５２．２点
　３位　４８．４点
　・・・
　１０位３３．５点

○技術力評価の差がそのまま得点差に
反映され、評価者の主観に左右されな
い

○なにが優れていて何が劣っていたか
点数で説明しやすい

○技術力が均衡している場合は、差が
つきにくい。

○評価基準が固定化されると画一的な
評価につながるおそれあり

相対評価

項目毎に全参加者の相対評価を行い、各項目毎に、最も優れて
いる者に配点の100％を与え最下位は0点とし、その他は相対的
な順位に応じて比例配分する。
それにより得られた各項目点の総和を評価点とする

（例）　項目毎の相対評価得点を積み上げた結果（６０点満点の場合）
　１位　５５．０点
　２位　５０．２点
　３位　４５．４点
　・・・
　１０位２７．５点

○僅差の場合でも各項目毎に評価に一
定の差がつきやすい。

○技術提案内容の差と得点の差が、提
案者の数や提案者全体の技術力分布に
左右される。

１位満点方式
（比例配分型）※

絶対評価を行った後に、合計で最も優れている者に配点の
100％を与え最下位は0点とし、その他は相対的な順位に応じて
比例配分する

（例）　絶対評価による順位に応じて以下の通り点数を付与（６０点満点の場
合）
　１位　６０点
　２位　５４点
　３位　４８点
　・・・
　１１位　０点

○僅差の場合でも評価に一定の差がつ
きやすい。

○技術力が高い者を優位に評価

○技術提案内容の差と得点の差が、提
案者の数や提案者全体の技術力分布に
左右される。



管理技術者の資格要件の具体化

① 主要３業務における具体的な資格要件

⇒ 主要３業務においては評価を行う具体的な資格要件を明示することにより、評価の透明性を図る。

25

調査・設計に関する民間技術者資格の活用

管理技術者の資格要件

博士（工学・理学・学術）
（博士の設定は、研究業務等高度な技術
検討や学術的知見を要する業務の場合

に限る。）

技術士（業務内容に応じた部門を明示）
、RCCM、地質調査技士

地質調査

（測量業務は測量法により測量士資格を必須としているため、選定時及び特定・入
札時の評価項目としない。）

測量

博士（工学）
（博士の設定は、研究業務等高度な技術
検討や学術的知見を要する業務の場合

に限る。）

技術士（業務内容に応じた部門を明示）
、RCCM

土木コンサルタント

必要に応じて適用する資格等標準設定資格業務区分



●方向性３
・ 既に設計共同体で実施できるが、設計共同体
へのインセンティブがない環境調査を対象に、共
同体による実施を必須として試行。

・設計共同体の評価方法について検討

●方向性２
・ プロポーザル方式以外の契約方式である
プロポーザルに準ずる方式・総合評価方
式へ拡大

設計共同体の導入に関する課題と方向性

●対象業種
・建設コンサルタント業務（建築・土木）のみ。
・同じ分野の有資格業者の組み合わせ

●対象手続き
・公募型プロポーザル方式
・簡易公募型プロポーザル方式

●特徴
・技術力を結集して業務を実施するものとし、
それぞれ優れた技術を有する分野を分担す
る。
・一の分担業務を複数の構成員が共同して
実施することは認めない。

現行の取扱い

●方向性１
・ 対象業務の拡大（地質調査）

・ 異業種間の共同体まで拡大
（設計＋地質調査）

26
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調査・設計業務の低入札について

（業務）平成２０～２１年度　月別落札率の推移

83.5%

76.3%

80.1%

74.2%
73.3%

72.2% 72.0%

76.1%

74.0%

71.8%

74.3%

85.4%

89.8%

87.3%

83.8%

79.7%

77.5% 77.2%

69.4%

87.2%

81.8%

86.8%

85.4%

80.5%

83.1%
82.5%

83.2%

79.7%

77.2%

72.3%

75.0%

78.7%

76.4%

86.4%

79.0%

81.5%

77.4%

76.2%

74.6%
73.9%

72.3%

77.4%

83.4%
82.8%

73.9%

84.5%

69.2%

73.8%

84.8%

82.4%

85.7%

68.9%

85.6%

73.7%

78.1%

74.8%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

H20年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 H21年
4月

5月

平
均
落
札
率

土木

測量

地質

３業種平均

※　建設コンサルタント業務（測量、土木コンサル、地質調査）のうち、競争入札によるものが対象。港湾空港分は除く。
※　８整備局＋北海道＋沖縄による予定価格1,000万円以上の業務が対象。数値は速報値。

平成20年度　← →　平成21年度



調査・設計業務の低入札について
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国土交通省直轄の建設コンサルタント業務等の業種別平均落札率推移（H14～H20）

80.8%

78.2%

73.0%

92.1%

86.5%

88.7%

87.7%

84.1%
83.4%

77.0%

89.1%

75.6%

83.6%

78.9%
80.7%

83.5%

82.5%

87.3%

82.6%
81.3%

83.6%

83.1%

89.1%

78.7%

81.1%82.7%

83.7%
83.3%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

年度

平
均
落
札
率

測量 土木 地質 ３種合計

※　８地整における予定価格１千万円以上の競争入札による業務が対象（港湾空港は除く）。数値は速報値


